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要 旨

本稿の目的は，電話調査における調査所要時間と回答傾向との関係を調べ，データ分析に際
しての調査所要時間の活用方法を検討することである．そこで，電話調査の回収サンプルを調
査所要時間に基づいて 2群に分類し，短時間群と長時間群の間で調査への回答分布を比較した．
まず，ロジスティック回帰分析の結果，高齢者ほど調査所要時間は長くなることを示した．回
答者が調査に協力した理由が，調査所要時間の長短に関係しているのではないかと考えられた
が，実際には関係は認められなかった．次に，短時間群に比べ，長時間群の方が，‘その他・わ
からない（D.K.）’の回答比率が大きくなることを示した．さらに，split-ballotデザインを用い
た調査結果から，選択肢の数や表現，提示順序の違いが回答に与える影響について述べた．特
に選択肢の数と提示順序の違いについては，長時間群に比べ，短時間群の方が，その影響を大
きく受ける傾向にあった．最後にまとめとして，これらの結果に基づき，調査データ分析のた
めに，調査所要時間を活用する方法について論じた．

キーワード：電話調査法，日本人の国民性調査，調査所要時間，反応潜時，調査協力
理由．

1. はじめに

1.1 本稿の目的
本稿の目的は，電話調査において，調査所要時間が異なる回答者の間では，回答にどのよう

な異なる特徴が見られるのかを明らかにし，データ分析に際しての調査所要時間の活用方法を
検討することである．なお，ここで言う調査所要時間とは，最初の質問項目の質問文が読み上
げられ始めてから，最後の質問項目の回答が得られるまでの，回答者ごとの所要時間を指す．
したがって，質問に入るまでの，回答者に対する調査の趣旨説明や協力依頼などの時間は含ま
れない．
調査所要時間の特性を検討することには，次のような意義がある．調査データの分析にあたっ

ては，人口統計学的属性など枠の情報はもちろん，調査協力の同意が得られるまでの過程や調
査実施の状況など，質問項目への回答以外の補助情報を用いることがある．例えば，面接調査
や電話調査では，全回答者を，一度は協力を拒否した回答者やなかなか接触できなかった回答
者と，容易に回収できた回答者とに分類することがある．そして，前者の，回収が困難であった
回答者を，調査不能者の意見分布の推定に用いようというのである（例えば，Lin and Schaeffer
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（1995）；Lynn et al.（2002）など）．また，Web調査では，調査所要時間が極端に短い回答者は，
インセンティブのみを目的としている可能性があるとして，集計から除外することもある．
このように，調査実施時の補助情報をデータ分析のために活用したり，補助情報を用いて

データの質を高めたりするためには，その補助情報がどのような特性を持ち，回答者のどのよ
うな特徴を反映しているのか調べておく必要がある．林（2004）は，郵送調査における調査票の
早期返送者と後期返送者の特性を比較した研究をレビューし，“調査内容に対する調査対象者
の関心の程度や親近性”が返送時期を左右しているのではないかと述べている（p.91）．また土
屋・前田（2003）は，調査方法が異なる二つの電話調査の回答分布を用いて，各調査方法の回収
サンプルを，もう一方の調査方法でも回収できるであろう共通クラスと，その調査方法でのみ
回収できるであろう独自クラスとに分類することを試みている．仮に，両クラスの判別に有効
な補助情報を見つけることができれば，単独の調査においても，回答者を両クラスに分類する
ことができるであろう．
そこで本稿では，調査実施時の補助情報の一つとして，電話調査における調査所要時間を取

り上げる．現在では，多くの電話調査が，コンピュータを利用した CATI（Computer Assisted

Telephone Interviewing）であると考えられる．CATIでは，調査員（オペレータ）がコンピュー
タ画面上に表示された質問文を読み上げ，回答をコンピュータに直接入力する．そのため，あ
らかじめ CATIシステム内にプログラムさえしておけば，回答者やオペレータに負担をかける
ことなく，コンピュータによる調査所要時間の測定が可能である．さらに，次の 1.2.1節で述
べる反応潜時ほどの精密な測定（具体的な方法は Bassili（1996a）などを参照）も必要としないた
め，多くの電話調査で容易に利用可能な補助情報と言える．

1.2 従来の研究結果と予想される結果

1.2.1 反応潜時
繰り返しになるが，本稿で用いる調査所要時間とは，最初の質問が始まってから最後の質問

が終わるまでの，調査全体にかかった時間である．これに対し，Bassiliらの一連の研究では，
個々の質問項目の反応潜時を用いている．反応潜時とは，回答者が質問文を聞き終わってから
回答を発するまでの所要時間のことである．回答者が回答を発するまでには，質問内容を理解
し，情報を心的に引き出し，判断し，回答を選択する，といったプロセス（Tourangeau et al.

（2000））をたどっており，反応潜時の長さは，各プロセスに要した時間の影響を受けると考え
られる．例えば，Bassili and Scott（1996）は，二重否定を含む質問，double-barreled質問，定
義があいまいな単語を含む質問といった，内容理解のプロセスに時間を要すると考えられる不
適切な質問項目と，それらの問題点を適切に修正した質問項目との間で反応潜時を比較した．
そして，二重否定を含む質問と double-barreled質問の反応潜時は，修正した質問項目のそれよ
りも有意に長いことを示している．また，Bassili（1996a）は，わからない（Don’t Know；D.K.）
という回答の反応潜時は，提示された選択肢の中から回答が選ばれた場合の反応潜時の 2∼3倍
長い，と述べている．これは，判断あるいは回答選択のプロセスに時間を要したためであろう．
反応潜時を用いた調査研究では，反応潜時の短さを，回答者の態度の強さ・安定性を示す指

標と考えることが多い（Tyebjee（1979）；Bassili（1996a））．例えば，Bassili and Fletcher（1991）
は，CATIを用いて，「大企業では，従業員に占める女性の割合を定めておくべきか，それとも
女性を特別扱いすべきではないか」という質問への反応潜時を調べた．続けて，回答者が選ん
だ方の回答の難点を説明し，それでも回答は変わらないかを質問したところ，回答が変化した
回答者の反応潜時に比べて，変化しなかった回答者のそれは有意に短い，という結果を示して
いる．また，アメリカ大統領選挙などの選挙前に行われた実験や調査では，候補者に対する態
度項目への反応潜時が短いほど，その回答と実際の投票行動が一致していることが繰り返し見
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出されている（Fazio and Williams（1986）；Bassili（1995）；Stein and Johnson（2001））．さらに
Bassili（1993）は，投票意向と実際の投票行動とが一致するかどうかを判別するための説明変数
としては，投票意向についての回答が今後変わる可能性があるか，という質問への回答者自身
の回答（Bassili（1996b）はこれを meta-judgmental指標と呼んでいる）よりも，投票意向に関す
る質問の反応潜時（Bassili（1996b）はこれを operative指標と呼んでいる）の方が有効であるとし
ている．ただし，Bassili and Krosnick（2000）は，意見の確実さ・強さ・重要さ・変化可能性・
極端さ（これらの具体的な内容は，Krosnick and Schuman（1988）；Krosnick et al.（1993）などを
参照）といった meta-judgmental指標と，operative指標である反応潜時を用いて，質問の順序
効果や中間的な選択肢の提示効果の大きさなどを説明しようとしているが，反応時間が短いほ
ど効果が小さいという結果は得られていない．

1.2.2 予想される結果
以上の結果などを踏まえ，本稿では，主に以下の三つの観点から，調査所要時間との関係を

調べることとする．

観点 1：調査所要時間と調査への協力理由（3.1節）
最終的には調査への協力に同意した場合であっても，調査に対する回答者の態度は，どの回

答者も一様というわけではない．はじめから調査内容に興味を持ち，積極的に調査に参加する
回答者もいれば，オペレータに繰り返し懇願され，消極的な態度で調査に応じる回答者もいる．
もし，消極的な回答者ほど，調査を早く切り上げたがるとすれば，以下の傾向が見出されると
考えられる．
予想される結果 1：調査に対して積極的な回答者ほど調査所要時間は長くなり，消極的な回

答者ほど調査所要時間は短くなる．

観点 2：調査所要時間と‘その他・D.K.’の回答比率（3.2節）
本稿で分析する電話調査では，提示した選択肢の中から回答者が回答を選べない場合には，

‘その他・D.K.’として処理することとしている．調査を早くに終わらせたいと思っている回答
者が，軽易に「わからない」と答えたり，気を利かせすぎてしまったオペレータが，早々に「わ
からない」へ誘導してしまっていれば，以下の傾向が見出されると考えられる．
予想される結果 2a：調査所要時間が短い回答者ほど，‘その他・D.K.’の回答比率が高くなる．
その一方で，Bassili（1996a）の結果では，‘D.K.’の反応潜時はそれ以外の選択肢の反応潜時に

比べて長いことが示されている．長考の末，回答者が結局どの選択肢も選べず，‘その他・D.K.’

となるのであれば，上記 2aとは逆に，以下の傾向が見出されると考えられる．
予想される結果 2b：調査所要時間が長い回答者ほど，‘その他・D.K.’の回答比率が高くなる．

観点 3：調査所要時間と選択肢の提示効果（4.2節）
調査における回答が，質問文や選択肢の表現・順序などの影響を受けることがあることは，

古くからよく知られている（Payne（1951））．例えば西平（1956）は，四つの面接調査の間で，回
答方法の違いや，質問文・選択肢のワーディングの違いなどが，回答分布に与える影響を調べ
ている．また，鈴木（1968）や鈴木 他（1981）は，面接調査においてパネルなどを利用し，選択
肢の数や表現を変えることや，中間的な選択肢を用いることの影響などを調べている．さらに，
坂元 他（2004）と土屋 他（2004）にも，選択肢の表現あるいは順序を変えて実施した調査の結果
がまとめられている．Bassiliらの一連の研究結果に基づけば，反応潜時の短さは，回答者の意
見や態度の強さ・安定性を示す．そのため，以下の傾向が見出されると考えられる．
予想される結果 3a：調査所要時間が短い回答者ほど，選択肢の表現や選択肢の提示順序な

どの影響を受けにくい．
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その一方で，鈴木（2003）が指摘するように，“電話調査では調査時間の制約が強”く，回答
者に“「早く回答しなければ」という心理的圧力が生じる可能性がある”（p. 84）．そのような
心理的圧力が原因となるなどして，選ぶ選択肢の適切さを時間をかけて吟味しなかった回答者
ほど，選択肢の提示方法の影響を受けやすいとすれば，上記 3aとは逆に，以下の傾向が見出
されると考えられる．
予想される結果 3b：調査所要時間が短い回答者ほど，選択肢の表現や選択肢の提示順序な

どの影響を受けやすい．

以下，第 2章では，分析に用いる電話調査データと調査所要時間の概要を述べる．第 3章で
は，調査所要時間が短い群と長い群との間で，調査への協力理由や‘その他・D.K.’を含む回答
分布を比較する．第 4章では，調査所要時間と選択肢の提示効果との関係について示し，第 5

章では，本稿における分析で得られた結果をまとめる．

2. 調査の概要

2.1 電話調査の方法
本稿では，2002 年度と 2003 年度に実施した二つの電話調査データを取り上げる注1）．この

二つの電話調査の質問項目や，性別・年齢層別集計結果は，土屋 他（2004）にまとめられてい
る注2）．調査の概要は，表 1に示すとおりである．なお，性別や年齢など，2002年度調査では
7問，2003年度調査では 8問の回答者属性に関する調査項目があるが，これらは表中の質問項
目数には含まれていない．また共通項目とは，後述する 2種類の調査票の間で，質問文や選択
肢が共通の項目である．
いずれの調査も，Random Digit Dialing（RDD）による電話聴取法（CATI）を用いて実施した．

具体的には，前田・土屋（2001）で用いた電話調査法に準ずる以下のような方法である．すなわ
ち，全国で使用されている可能性がある固定電話番号を単純無作為抽出法により抽出し，あら
かじめ機械的なスクリーニングを行った．各調査実施機関は，調査期間中に，用意された電話
番号に対して発信を行い，その電話番号が，調査対象が居住する世帯用番号であることが判明
した場合には，調査主体名（統計数理研究所）・調査実施機関名・オペレータ名・調査趣旨を述
べて，調査への協力を依頼した．協力への同意が得られた場合には，世帯に居住する調査対象
の人数を尋ね，その回答と電話番号下 2桁から成る乱数表に基づき，世帯内での回答者を指定
した．オペレータは，コンピュータ画面上に表示される質問文と選択肢を読み上げ，回答者の
回答をコンピュータに直接入力した．回答者が質問文や選択肢を聞き漏らしたり，内容を一度

表 1. 調査の概要．
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で理解できなかった場合には，省略せずに，再度同じ質問文と選択肢を読み上げた．回答者が，
あらかじめ用意した選択肢の中から回答を選べなかった場合には，‘その他・D.K.’を選んだも
のとした．コンピュータは，最初の質問が画面上に表示された時刻と最後の質問に対する回答
が入力された時刻を記録した．発信に対して無応答であった場合や，指定した回答者が不在の
場合には，日時を改めて再発信を行った．

2002年度・2003年度調査とも，それぞれ 2種類の調査票を用意した．2002年度調査では，2

種類の調査票（これらを C型調査票と D型調査票と表記する）の間で，質問文は同一であるが，
選択肢の数あるいは副詞表現，並び順が異なる質問項目を 10問用いた．他に C型調査票と D

型調査票で共通の質問項目を 4問用いた．2003年度調査では，2003年秋に個別面接聴取法で
実施した「日本人の国民性第 11次全国調査」（坂元 他（2004））の中から主に質問項目を選び出
し，2種類の調査票（これらを K型調査票とM型調査票と表記する）の間で，基本的に内容を
違えた質問項目を 10問ずつ用いた．他に K型調査票とM型調査票で共通の質問項目を 2問用
いた．2003年度調査では，共通項目のうちの 1問は，‘最後に，今回調査にご協力いただいた
主な理由はどういったことでしょうか’という質問文と，表 4に示す選択肢を用いて調査への
協力理由を尋ねるものであり，調査の一番最後に質問した．なお，2002年度調査では，調査協
力理由は質問していない．
用意した電話番号には，いずれかの調査票をあらかじめ無作為に割り当てた．また，各オペ

レータは，調査時間帯ごとにいずれかの調査票だけを担当するようにした．

2.2 調査所要時間の概要
当然，調査所要時間に影響する要因は，回答者の性格や調査に対する態度などといった，回

答者に帰属させられるものばかりとは限らない．オペレータが話すスピードやコンピュータ操
作能力，回答者に接する態度などオペレータ側の要因や，CATIシステムのトラブル・障害な
ど，調査実施上の要因が考えられる．そのため，調査所要時間を分析対象とする方法としては，
なまの時間をそのまま一つの変数として扱い，精緻なモデルを考えるよりも，調査票ごとに回
答者を調査所要時間が短い群（短時間群と略記）と長い群（長時間群と略記）とに分割し，両群の
間の比較を行う，というロバストな方法の方が適当であろう．
そこで，まず，調査中に一時中断があった回答者（D型調査で 1名，K型調査で 6名，M型

調査で 6名）を除き，回答者ごとに，最後の質問の回答が入力された時刻から最初の質問がコ
ンピュータ画面上に表示された時刻を引いて，全質問項目に対する調査所要時間を求めた．調
査所要時間の分布は表 2のとおりである．ただし，2002年度調査では，分単位での記録しか残
されていない．短時間群と長時間群がなるべく同サイズとなるよう考慮し，短時間群への分類

表 2. 調査所要時間の分布．
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基準は，C型調査と D型調査では 4分以下，K型調査では 320秒未満，M型調査では 310秒
未満とした．この結果，各群に分類された回答者数を表 2に示す．

3. 調査所要時間と回答分布

3.1 調査所要時間と回答者属性
この小節では，まず，短時間群と長時間群との間で，人口統計学的属性を含む回答者属性の

違いについて検討する．そのため，調査所要時間に基づく 2群を基準変数，表 3に示す 8変数
（2003年度調査では‘協力理由’を加えた 9変数）を説明変数としたロジスティック回帰分析を
行った．なお，いずれの調査においても，各回答者の抽出確率を考慮し，

w(1) =
その世帯に居住する調査対象人数
その世帯が保有する固定電話番号数

(3.1)

を集計用の重みとして用いた．また，計算には SUDAAN9（Research Triangle Institute（2004））
を用いた．表 3には，Wald F 検定の結果 5％未満で有意であった説明変数について各選択肢の
係数も示してある．なお，ランク落ちを避けるため各説明変数の最後の選択肢の係数は 0とし
てあり，係数が正に大きいほど短時間群に属する確率が高いことを意味する．

表 3. 短時間群・長時間群のロジスティック回帰分析結果．



電話調査における調査所要時間と回答傾向について 89

表 4. 短時間群と長時間群の調査への協力理由（％；K 型・M 型）．

四つの調査のいずれにおいても，年齢層は有意となっており，若年層ほど短時間群に属する
確率が高いことが分かる．世帯人員数は C型調査でのみ有意であり，逆にコール数は C型調
査を除く三つの調査で有意となっている．ただし，コール数の係数の符号の向きは D型調査と
K型・M型調査とでは異なり，1回目の（初めての）発信で回答が得られた回答者は，D型調査
では調査所要時間が短いのに対し，K型と M型調査では長くなっている．年齢層と調査所要
時間との関係については，十分納得できる結果であるものの，コール数や世帯人員数について
は，その理由は判然としない．四つの調査の間で結果が異なることもあり，コール数や世帯人
員数と調査所要時間との関係については，他の調査データによる検証がさらに必要であろう．
性別，区市郡，住居形態，就業状態，時間帯，協力理由は，いずれの調査においても有意で

はなく，調査所要時間とは関係が認められなかった．特に，1.2.2節の観点 1で「予想される結
果 1」として述べた，調査に対して積極的な回答者ほど調査所要時間が長い，という関係も認
められなかったことになる．ちなみに，表 4は，K型調査と M型調査を合わせて，短時間群
と長時間群の回答分布（％）とその標準誤差の推定値（カッコ内）を示したものである．長時間群
では，短時間群に比べて，‘文部科学省の研究所が行っている調査だから’という回答が 2.8ポ
イント多く（χ2

1 = 2.34, p = .13），逆に短時間群では，長時間群に比べて，‘特に断る理由もな
かったから’という受動的な回答が 5.1ポイント多い（χ2

1 = 4.92, p = .03）．短時間群の方が消
極的であるという可能性は否定はできないが，表 4の選択肢を用いたのでは，2群の間の実質
的な違いはとらえられないと言ってよいであろう．

3.2 その他・D.K.

3.1節では，短時間群と長時間群との間で，回答者の年齢層の分布に違いがあることが示さ
れた．そこで本来であれば，年齢層ごとに分析を行うのが理想的であろう．しかし，年齢層で
サンプルを分割するとそのサイズが小さくなり，傾向が見えにくくなってしまう．そのため，
以降の分析では，各調査所要時間群ごとに年齢層で事後層化し，年齢層の分布を群の間で一致
させた集計結果を用いることとする．すなわち，ある年度の調査回答者全体の年齢層（6区分）
の分布を P1, . . . , P6，ある調査所要時間群の年齢層の分布を p1, . . . , p6 とすると，年齢層のあ
る区分 h に属する回答者の重みを

w(2) = w(1) × Ph/ph(3.2)

とする．
図 1は，短時間群と長時間群との間で‘その他・D.K.’のパーセントを比較したものである．

プロットされた点は質問項目を表し，四つの調査票の質問項目全てを図 1に示している．対角
線よりも下に位置し，長時間群に比べ短時間群の方が‘その他・D.K.’のパーセントが大きい項
目がないわけではない．しかし，明らかに，対角線よりも上にプロットされる点が多く，短時
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図 1. 短時間群と長時間群の‘その他・D.K.’ のパーセント比較（C 型・D 型・K 型・M 型）．

間群よりも長時間群の‘その他・D.K.’のパーセントの方が大きい傾向が認められる．つまり，
1.2.2節の観点 2については，「予想される結果 2a」ではなく「予想される結果 2b」が得られた
といってよいであろう．

3.3 回答分布
1.2.2 節で述べた，本稿で検討しようとする観点からは外れるが，参考のため，K型調査票

とM型調査票の項目の中で，短時間群と長時間群との間でほぼ 5ポイント以上の差が見られ
た選択肢を含む質問項目の結果（カッコ内は標準誤差）を表 5に示す．2002年度調査（C型調査
と D型調査）の結果は，次章で検討するため，ここでは触れない．また，3.2節では，短時間群
と長時間群とでは‘その他・D.K.’の回答比率が大きく異なることを示した．そこで 2群間の比
較のため，‘その他・D.K.’は除き，それ以外の選択肢の合計が 100％となるよう再調整を行っ
ている．さらに，2群の間で，‘その他・D.K.’を除いた選択肢の回答分布のWald F 検定の結
果も示した．
長時間群に比べ，短時間群の方が回答比率が大きい選択肢は，‘家庭に満足（#2.3c）’，‘自分

の好きなことかどうかはともかく，人のためになることをしたい（#2.11）’，‘他人の役にたとう
としている（#2.12）’，‘その人の現在の能力を重視して決めるべきだ（#5.23）’，‘気の合った人
たちと働くこと（#7.24）’，‘日本人は西洋人とくらべてすぐれている（#9.6）’，‘外国で暮らして
みたいと思わない（#9.19∗）’などである．

4. 調査所要時間と選択肢の提示効果

4.1 電話調査における選択肢の提示効果
2002年度調査では，C型調査と D型調査との間で，選択肢の提示方法が異なる質問項目を

いくつか用いている．この 4.1節では，ひとまず調査所要時間の検討から離れ，そのような選
択肢の提示方法が回答に与える影響を見てみることとする．なお，この 4.1節では，集計用の
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表 5. 短時間群と長時間群の回答分布（‘その他・D.K.’を除く％）．

重みとして 3.1節の（3.1）式による w(1) を用いている．

4.1.1 選択肢の数の違い
表 6に示す問 2と問 4は，2種類の調査票の間で，選択肢の数が異なっている．例えば問 2

は，D型調査票では‘その他・D.K.’を除き四つの選択肢を用いて賛否を尋ねているのに対し，
C型調査票では二つの選択肢を用いて尋ねている．
選択肢の語尾に着目して，対応する選択肢の回答比率を調査票間で比較すると，選択肢数

が二つの場合の選択肢 1 のパーセントに比べ，選択肢数が四つの場合の選択肢 1 と選択肢 2

を合わせたパーセントの方が，問 2では 12ポイント（χ2
1 = 17.4, p < .01），問 4では 14.3 ポ

イント（χ2
1 = 26.4, p < .01）大きい．また，選択肢数 2の‘その他・D.K.’のパーセントは，選

択肢数 4のそれよりも，問 2では 9.9ポイント（χ2
1 = 40.1, p < .01），問 4では 1.5 ポイント

（χ2
1 = 2.85, p = .09）大きい．
調査票間で‘その他・D.K.’に差が生じた原因としては，選択肢が二つの場合には，中間的

なあるいは場合によるといった意見を表すには選択肢の数が少なすぎるため，選択肢が四つの
場合に比べ‘その他・D.K.’に逃れる回答者が多くなったことが考えられる．また，選択肢が
四つの場合に，はじめの二つの選択肢を合わせた回答比率が高くなった理由の一つとしては，
選択肢の数が多くなることで，はじめの方に提示された選択肢ほど選ばれやすくなる初頭効果
（Schuman and Presser（1981）；Sudman et al.（1996））がより強く現れた，ということが挙げら
れる．さらに，例えば問 4の場合，D型調査では二つの選択肢を改めて読み上げていないのに
対し，C型調査では四つの選択肢を全て読み上げている．回答者にとっては，C型調査の方が，
自身の経験を振り返る時間的余裕があり，その分，「ついていけない，と感じること」をより多
く思い出したということもあり得る．
選択肢の数が少なくなると ‘D.K.’の比率が高くなる現象は，面接調査においても見られる．
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表 6. 選択肢の数の違い（％）．

例えば，鈴木（1968）は，パネル調査において，社会問題に関する「関心度」を三つの選択肢で
尋ねた場合と，四つの選択肢で尋ねた場合の結果を示している．論文中で言及されてはいない
が，付録の第 30表から第 36表によれば，四選択肢に比べ，三選択肢の方が ‘D.K.’のパーセ
ントは大きい．また，Converse（1976）は，Gallupと Harrisの世論調査の結果を利用し，‘D.K.’

の比率が高くなる条件を探っている．選択肢の数に関しては，Harrisのデータで，二つの選択
肢だけを用いた質問項目の ‘D.K.’比率が，そうでない質問項目の ‘D.K.’比率よりも高い傾向
が見られている．ただし，Gallupのデータではそういった傾向は見られず，原因についてはよ
く分からないとしている．

4.1.2 選択肢の副詞の違い
表 7に示す問 3と問 11は，選択肢の数は全て四つであるものの，2種類の調査票の間で，各

選択肢に冠する副詞が異なる．そのため，四つの選択肢の間の心理的な距離が異なっている．
2種類の調査票の間で回答分布を比較すると，期待されるとおり，‘非常に’や‘まったく’な

ど極端な副詞を用いた場合の方が，用いない場合に比べパーセントが小さくなっている．四つ
の選択肢から成る尺度の中心は，表 7の選択肢ではいずれの場合も，選択肢 2と選択肢 3の中
間にあると考えられるので，2種類の調査票の間で，選択肢 1と選択肢 2の合計どうし，また
選択肢 3と選択肢 4の合計どうしを比較する．まず，問 3では 2種類の調査票の間に差は認め
られず，副詞表現が変わっても尺度の中心は動かないと言ってよいであろう．問 11では，C型
調査の‘満足’+‘やや満足’に比べ，D型調査の‘非常に満足’+‘満足’の方が 4.9ポイント大き
くなっている（χ2

1 = 4.42, p = .04）．この理由はよく分からないが，あえて挙げるとすれば，D

型調査票では‘満足’と‘不満’の間の距離が大きすぎたため，‘不満’とまではいえずに‘満足’
に留まった回答者がいたのかもしれない．

4.1.3 選択肢の提示順序の違い
表 8に示す問 12，問 13，問 14は，選択肢の数や副詞表現は，2種類の調査票の間で変わらな

いものの，選択肢の提示順序が逆転している．つまり，C型調査票では，表 8の一番上にある
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表 7. 選択肢の副詞の違い（％）．

選択肢から下にある選択肢へと順に読み上げているのに対し，D型調査票では，‘その他・D.K.’

を除いた一番下にある選択肢から順に上にある選択肢へと読み上げている．
問 12では，‘離婚したいならさっさとしたらよい’や‘場合によっては離婚はやむを得ない’

という離婚肯定の選択肢は，それらが四つの選択肢の後半に提示された D型調査よりも，前半
に提示された C型調査の方がパーセントが大きくなっている（それぞれ χ2

1 = 5.66, p = .02 と
χ2

1 = 2.80, p = .09）．また，問 14の‘生命や健康や自分’は，8番目に提示された D型調査よ
りも，1番目に提示された C型調査の方が 12.1ポイント大きく（χ2

1 = 24.9, p < .01），‘愛情や
精神’は 6番目に提示された C型調査よりも，3番目に提示された D型調査の方が 9.6ポイン
ト大きくなっている（χ2

1 = 25.0, p < .01）．これらの結果は，選択肢がリストのはじめの方で提
示されることによって選択されやすくなる初頭効果によるものと考えてよいであろう．
一方，問 13は，C型調査と D型調査とでは回答分布が異なるようであるが，その理由は明

白ではない．考えうる理由の一つとしては，D型調査では，‘困ったことであり，危険なことで
もある’という選択肢が最初に提示されたことで，極端過ぎる意見という印象を与えてしまい，
これを嫌った回答者が，2番目に提示された‘望ましいことではないが，避けられないことで
ある’へ流れた，ということがあるかもしれない．

4.2 調査所要時間と選択肢の提示効果
4.1節では，選択肢の数や提示順序などが回答に与える影響を見た．この節では，短時間群

と長時間群との間で，その影響の大きさを比較する．
表 9 は，調査所要時間の群ごとに，D 型調査の回答分布の，C 型調査の回答分布からの

Kullback-Leibler（KL）距離を示したものである．つまり，Pa,C, 短時間群 を，C型調査におけるあ
る選択肢 a に対する短時間群の回答比率とし，Pa,D, 短時間群，Pa,C, 長時間群，Pa,D, 長時間群 をそれ
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表 8. 選択肢の提示順序の違い（％）．

ぞれ同様に定義すると，

KL短時間群 =
�

a

ln

�
Pa,C, 短時間群

Pa,D, 短時間群

�
Pa,C, 短時間群

KL長時間群 =
�

a

ln

�
Pa,C, 長時間群

Pa,D, 長時間群

�
Pa,C, 長時間群

を示したものである．ただし，C型調査と D型調査の回答分布を比較できるよう，以下のよう
な処理を行った．まず，選択肢の数が異なる問 2と問 4では，表 6にあるように四つの選択肢
は二つにまとめた．また，選択肢の副詞が異なる問 3と問 11では，表 7にあるように四つの選
択肢を二つにまとめた．集計のために用いた重みは（3.2）式の w(2) であり，‘その他・D.K.’を
含む場合と，それを除いた上で合計が 100％となるよう調整した場合とを示している．さらに
参考のため，C型調査と D型調査とで同じ質問項目を用いた問 1・問 5・問 9・問 10の KL距
離も示した注3）．
‘その他・D.K.’を除いて C型調査と D型調査の間の比較を行うと，選択肢の数が異なる場
合と選択肢の提示順序が異なる場合に，長時間群は短時間群に比べて KL距離の値が小さい．
つまり，長時間群は C型調査と D型調査の間で回答分布の差が小さく，短時間群に比べて選
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表 9. 回答分布間の Kullback-Leibler 距離（C 型・D 型）．

択肢の提示方法の影響が小さい，と言える．選択肢の副詞が異なる場合には，長時間群と短時
間群の差は認められない．これは表 7で見たとおり，副詞が変わっても，問 3では尺度の中心
は動かず，問 11では動くとしてもその大きさがわずかであるためであろう．
‘その他・D.K.’を含めて比較を行うと，長時間群は，‘その他・D.K.’を除いた場合に比べ，
特に問 2の KL距離の値が，63から 11,596へと大きくなっている．これは，問 2では選択肢の
数を四つから二つへと減らすと‘その他・D.K.’の回答比率が大きくなりやすいことと，長時間
群では‘その他・D.K.’のパーセントが大きくなりがちであることが影響しているためであろう．
表 10は，‘その他・D.K.’を除いた回答分布を C型調査とD型調査の間で比較したとき，パー

セントの差の絶対値が短時間群と長時間群との間で 3ポイント以上異なっていた選択肢を具体
的に示したものである．つまり，

100 × (|Pa,C, 短時間群 − Pa,D, 短時間群| − |Pa,C, 長時間群 − Pa,D, 長時間群|) ≥ 3ポイント

を満たす選択肢 a を挙げたものであり，表中の数値は，100 × |Pa,C, 短時間群 − Pa,D, 短時間群| と
100 × |Pa,C, 長時間群 − Pa,D, 長時間群| である．問 2と問 4は選択肢が二つであるため，例えば問 2

の‘そう思わない（あまりそう思わない + そう思わない）’は，二つの調査間で，短時間群では
13.4ポイント，長時間群では 1.8ポイント差があることになるが，冗長であるため表には示し
ていない．

χ2 検定の結果，有意水準 10％未満で有意な差が見られた選択肢は三つだけであるが，問 12

の‘努力して避ける’を除き，表 10に挙げた全ての選択肢で，調査票の違いによるパーセント
の変動は，長時間群に比べ短時間群の方が大きい．つまり電話調査では，選択肢の数や提示順
序など，選択肢の提示方法が回答に影響を与えることがあるが，その影響は，表 9や表 10に
示す質問項目では，長時間群よりも短時間群の方が大きいようである．1.2.2節の観点 3につい
ては，本稿の調査データでは，「予想される結果 3a」ではなく「予想される結果 3b」が得られ
たことになる．
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表 10. 短時間群と長時間群との間で，2 種類の調査間の差が 3 ポイント以上異なっていた選
択肢（C 型・D 型）．

5. おわりに

5.1 結果のまとめ
本稿における分析の結果を，以下に箇条書きの形でまとめる．

・若年層に比べ，高齢層の方が調査所要時間は長くなる傾向が見られる．
・長時間群と短時間群との間で，調査協力理由に関する質問への回答に実質的な違いは認め
られない．つまり，1.2.2節の観点 1で述べた「予想される結果 1」は得られなかった．
・短時間群に比べ，長時間群の方が，‘その他・D.K.’の回答比率が高い．つまり，1.2.2節の
観点 2で述べた「予想される結果 2a」ではなく，「予想される結果 2b」が得られた．
・長時間群に比べ，短時間群の方が，選択肢の提示方法による回答への影響が大きい．つま
り，1.2.2 節の観点 3で述べた「予想される結果 3a」ではなく，「予想される結果 3b」が得ら
れた．

以上の結果から判断すると，電話調査における調査所要時間の長さは，回答にあたっての回
答者の吟味の深さを表すものと考えられる．つまり，本稿で得られた短時間群と長時間群の特
徴を，やや乱暴ではあるが，簡単にまとめると次のようになる．短時間群は，与えられた選択
肢の中から直ちに回答を選ぶことができるため，調査所要時間は短くなるが，時間をかけて選
択の適切さを吟味しないため，質問文や選択肢の表面的な印象の影響を受けやすい．一方，長
時間群は，与えられた選択肢の中から回答をなかなか選べず悩んでしまうために，調査所要時
間が長くなり，‘その他・D.K.’は多くなる．しかし，与えられた選択肢の中から回答を選んだ
場合には，時間をかけて選択の適切さを吟味しているため，質問文や選択肢の表面的な印象の
影響は受けにくい，と考えられる．
もちろん，以上の結果は，特定の質問項目についての 1，2回の調査だけから得られたもので

ある．特に選択肢の順序効果などは，“sometimes you see them, sometimes you don’t”（Sudman

et al.（1996），p. 160）であるため，他の調査データによって繰り返し検討していく必要がある．
また，高齢層の方が調査所要時間が長くなるからといって，必ずしも高齢層の‘その他・D.K.’

が多くなるとは限らないし（ただし西平（1958）は高年齢に‘わからない’が多いと述べている），
高齢者の方が選択肢の提示方法の影響を受けにくいわけではないことにも注意する必要がある．

5.2 今後の課題
1.2.1節で紹介した Bassiliらの研究結果の多くでは，反応潜時の短さが，態度の強さ・安定
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性を示していた．これに対し，調査所要時間の場合には，時間が長い方が，選択肢の提示効果
の影響が小さいという意味で，回答は安定していた．回答に要する時間という意味では反応潜
時も調査所要時間も同じであるにもかかわらず，両者の間で一見矛盾したような結果が得られ
た理由としては，以下のようなことが考えられる．
第一に，1.2.1節で紹介した調査の多くは，選挙に関連した項目を用いているのに対し，本稿

の調査は，「日本人の国民性調査」の項目を多く用いている．選挙に関して態度が一貫している
回答者は，調査に回答する以前から，調査内容のような事柄については十分思案し，態度を決
めているのであろう．そのため，質問をされても，短い反応潜時で回答することができる．一
方，「日本人の国民性調査」の質問項目は，普段はあまり意識して考えず，調査時にはじめて態
度を決めなければならないような内容が多い．そのため，時間をかけて回答を選んだ方が，選
択肢の提示方法といった表面的な印象の影響は小さくなると考えられる．実際，統計的には有
意ではなかったが，Bassili and Krosnick（2000）の結果では，妊娠中絶の是非に関する質問の順
序効果や，民主主義に反対する演説の可否を問う質問文でワーディングを変えた効果が小さい
のは，反応潜時が長い回答者であった．したがって，質問項目の内容・分野によって，反応潜
時や調査所要時間の意味が異なる可能性がある．
第二に，調査所要時間には，オペレータが質問文や選択肢を読み上げる時間も含まれている．

例えば，オペレータが再度，質問文と選択肢を読み上げた場合は，選択肢の提示順序などの効
果は薄まると考えられる．その上，オペレータが再度読み上げている最中にも，回答者はどの
選択肢を選ぶべきか熟考を重ねることができる．したがって，調査所要時間が長いからといっ
て，個々の質問項目の反応潜時も長いとは限らない．

Krosnick and Alwin（1987）は，回答する際に選択の適切さを心的に十分吟味しないことを
satisficeと呼び，satisficeな回答者は順序効果などの影響を受けやすいとしている．これは，ま
さに上記の短時間群の特徴に合致しており，調査所要時間の短さは satisficeの程度を示すもの
と考えられる．ただし，Krosnick and Alwin（1987）は，回答者が satisficeになるのを避けるた
めには，回答者の動機づけを高めるのがよいかもしれないと述べている（p.216）．しかし本稿
の結果では，短時間群と長時間群との間で，調査への協力理由に大きな違いは認められなかっ
た．したがって，この点も含め，以下のような疑問が，今後の課題として残されている．

・調査協力理由に関する質問項目や，そこで用いられた選択肢が，はたして調査協力の理由
あるいは動機づけを調べるものとして適切であるのか．
・各質問項目の反応潜時と調査所要時間との関係はどうなっているのか．短時間群は本当に

satisficeなのか．逆に長時間群は，短時間群に比べ，調査所要時間のうちのどのプロセス（オペ
レータが質問文を読み上げる段階，回答者が回答を考える段階，オペレータが回答を入力する
段階，など）に時間がかかっているのか．
・選挙調査のような質問項目でも，調査所要時間が短いほど回答は不安定なのか．質問項目
の内容・分野によって，調査所要時間の意味が異なってくるのか．
・‘その他’と ‘D.K.’を別の選択肢として分けて扱うと，それぞれ調査所要時間との関係は
どうなっているのか．
・学歴や職業など，本稿の調査では調べなかった回答者属性（表 3に示された以外の回答者
属性）と調査所要時間との関係はどうなっているのか．

5.3 調査所要時間の活用方法
5.1節でまとめた短時間群と長時間群の特徴はあくまでも仮説にすぎない．しかし，仮にそ

れらの特徴が多くの調査で言えるものであれば，本稿で検討した選択肢の数やその提示順序に
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限らず，さらに一歩進めて，短時間群は，直前の質問項目や調査モードなど広い意味での文脈
効果の影響を受けやすいのではないか，という想像は容易に成り立つ．つまり，短時間群に属
する人は，同じ質問項目であっても，電話調査の場合の回答と面接調査の場合の回答とが異な
る可能性が大いにある．本稿の結果は，調査モード間の比較可能性を考える際には，調査所要
時間も考慮するとよいのではないか，という示唆を与えるものと言える．
調査所要時間の活用方法としては，他にも次のようなことが考えられる．普通，質問項目の

表現方法に起因する非標本誤差の大きさを評価するためには，本稿の C型調査票と D型調査
票のような 2種類の調査票を用いた split-ballotデザインを利用するのがよい．しかし多くの調
査では，予備調査でない限り，複数の調査票を用いることは困難である．そこで，1種類の調
査票であっても，調査所要時間によって回収サンプルを二分し，短時間群と長時間群の間で回
答分布を比較するのである．もし，2群の間で回答分布が大きく異なっていたとすると，その
原因の一つとして，短時間群が質問の意味内容や自身の回答の適切さをよく吟味せず，質問項
目の第一印象にとらわれて回答してしまったことが考えられる．つまり，2群間で回答分布が
大きく異なる質問項目は，表面的な印象によって回答が選ばれてしまいがちな，非標本誤差の
大きな質問項目である可能性がある．もし質問項目の表現方法が変われば，その影響を受けて
短時間群の回答分布が変動し，結果として全体の回答分布も変動するおそれがあるということ
である．
例えば，表 5の‘#5.23 能力か功労か’では，長時間群に比べ，短時間群では 1番目の選択肢

である‘能力重視’という回答が 8.6ポイント多い．‘能力重視’が最初に提示された選択肢である
ことと，その回答比率は短時間群の方が大きいことを勘案すると，この差は，短時間群で初頭
効果が強くあらわれたためである可能性がある．そこで，仮に選択肢の提示順序を逆転すれば，
短時間群では，1番目に提示されることになる‘功労重視’のパーセントが，表 5の 27.3％より
も大きくなり，全体としても‘功労重視’の回答比率が上がる，と予想される．選択肢の順序だ
けでなく，選択肢の表現も異なっているため，直接の比較はできないが，実際に K型調査では
選択肢の順序を変えて同じような内容を質問した結果，‘功労重視’は全体で 47.6％となり，M

型調査の 28.6％に比べ増加している注4）．
電話調査に限らず，面接調査においても CAPI（Computer Assisted Personal Interviewing）な

ど CASIC（Computer Assisted Survey Information Collection）への動きは盛んである（Couper

et al.（1998））．CASICでは，コンピュータを利用して，調査所要時間を自動的に記録するこ
とは容易である．電話調査を含め，さまざまな調査モードにおいて，調査所要時間をどのよう
に活用できるのか，検討していく価値はあると思われる．

注 1）2002年度調査の実施にあたっては，平成 14年度・15年度文部科学省科学研究費補助
金（若手研究（A）課題番号：14701019 　研究代表者：土屋隆裕　研究課題名：統計的
調査法としての RDD法の比較実験調査）の助成を得た．

注 2）ただし，土屋 他（2004）で集計対象としたサンプルは，「日本人の国民性第 11次全国調
査」のそれに合わせるため，20歳以上 80歳未満に限定している．

注 3）問 1は，質問文が若干異なり，C型調査票では‘あなたは，機会があれば外国で暮らし
てみたいと思いますか’，D型調査票では‘あなたは，機会があれば外国で暮らしてみ
たいと思いますか，それとも暮らしてみたいとは思いませんか’である．結果は，‘思
う’が 30.5％（C型）と 30.6％（D型），‘思わない’が 68.9％（C型）と 68.4％（D型）であ
り，両調査票の間に差は見られない．

注 4）K型調査の質問文は「会社で給料や賃金を決めるときに，その人のこれまでの会社に
対する功労を重視して決めるべきだと思いますか，それとも，その人の現在の能力だ
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けで決めるべきだと思いますか」であり，‘功労重視’は 47.6％，‘能力重視’は 43.5％，
‘その他・D.K.’は 8.9％．M型調査の質問文は「会社で給料や賃金を決めるときに，そ
の人の現在の能力を重視して決めるべきだと思いますか，それとも，その人のこれま
での会社に対する功労を重視して決めるべきだと思いますか」であり，‘能力重視’は
64.0％，‘功労重視’は 28.6％，‘その他・D.K.’は 7.4％．
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Length of Interview and Response Effects in

Telephone Surveys

Takahiro Tsuchiya
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This paper investigates the relationship between the lengths of telephone interviews
and response effects, and explores the practical use of the lengths of interviews. Respon-
dents to two telephone surveys are classified into two groups based on the length of their
interviews, and the characteristics of the responses between the short time and the long
time groups are compared. Firstly, logistic regression analyses reveal that interviews with
older respondents tend to be longer. The respondents’ reasons for cooperation with the
survey are irrelevant to the interview length, although the existence of such relevance was
hypothesized. Secondly, more respondents in the long time group tend to select the option
“Other or Don’t Know” than those in the short time group. Thirdly, the response effects
of changing options in terms of their number, wording, or ordering, are reported based
on the results of a split-ballot survey. The magnitude of the response effects appears to
be more significant in the short time group than in the long time group. Finally, some
potential uses of the time length of the interview for data analyses are discussed on the
basis of the results obtained in this paper.

Key words: Telephone survey, survey on the Japanese national character, length of interview, response
latency, reason for cooperation.


